
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 17年度までの状況 
会津みどり地域水田農業推進協議会では、

平成 17年度に、平成 16年度・17年度のモ
デル集落 18 集落を対象としてモデル集落
組織化プロジェクトを 5 回開催し、集落毎
に町村・ＪＡ・普及所の専任担当者が農用

地利用改善団体の設立をめざして活動した。

毎回、専任アドバイザーの山形大学農学部

の楠本雅弘教授からアドバイスをいただい

た。平成 17年度末までに 40集落で農用地
利用改善団体が 30団体が設立された。 

 

１ 平成 18 年度の取り組み状況 

（１） 会津みどり地域集落営農推進

協議会 

会津坂下農業普及所長を議長に、各町村

課長、ＪＡ会津みどり営農企画課長及び各

総合支店営農課長、各土地改良区事務局長

を構成員として、平成 17 年 5 月 24 日に設

立し、重点推進集落 12 集落と推進集落 63

集落を設定し、集落営農の推進活動計画の

作成と進行管理等を行った。 

（２）会津みどり地域水田農業推進協

議会 

ア モデル集落の組織化 
平成 18年度は、モデル集落 38集を対象
に、会津みどり地域水田農業推進協議会が

設置した地域営農マネージャー4名、JA会
津みどりが設置した集落営農相談員 40 名、
町村役場担当者とともに農用地利用改善団

体の設立を推進した。 
イ 会津みどり農用地利用改善組合連絡

協議会の活動は 8 月に設立され、農用地
利用改善団体の 2 階部分の営農組織を育
成することを目的に、先進事例の調査研

究、営農組織の法人化・税制などに関す

る研修や情報交換などの活動を実施した。 
ウ 産地づくり交付金での支援 
農用地利用改善団体活動促進対策として、

農用地利用改善団体が設立された場合、担

い手への農地集積（基幹 3 作業の受委託を
含む）の割合に応じて交付金を交付する。 
（３）  成果 

ア 農用地利用改善団体数 
18年度は、モデル集落 38集落のうち 28
集落で農用地利用改善団体が 23 団体設立
された。その他の集落を含めると、32集落
で農用地利用改善団体が 25 団体設立され、
累計では 72 集落で農用地利用改善団体が
55団体設立された。 
特定農業団体が 1 集落で１団体（会津坂下
町・谷地生産組合）、特定農業法人が 6 集
落で 4 法人（有限会社しんかい農耕、有限
会社みしま農産、有限会社グリーンファー

ム、有限会社ごんべい）が指定された。 
イ 会津みどり地域水田集落ビジョンを

全集落で策定 

会津みどり地域における集落

営農の推進」 
会津坂下普及所 松村正彦  
農用地利用改善組合連絡協議会設立総会
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ウ 専任担当者に自信 
（４）  課題 

ア 営農組織づくり 
農用地利用改善団体が設立された集落で

は、担い手への集積と 2 階部分の営農組織
の育成が課題となっている。また、品目横

断的経営安定対策の対象となりうる営農組

織（特定農業団体など）の設立も課題とな

っている。 
イ みんなが納得できるビジョンづくり 
共同利用などにより機械・施設費の負担を

軽減できる。 
また、高齢者、兼業農家の役割と労働報酬

を明確にすることで、生き甲斐・やり甲斐

をもってもらうことと担い手の負担を軽減

でき、営農形態を永続させることができ、

美しい農村環境を守ることができる。 
ウ 経営所得安定対策等の活用 
農用地利用改善団体の 2 階部分を特定農
業団体とすることで、より多くの農業者が

品目横断的経営安定対策の対象となること

ができる。 
また、農用地利用改善団体を核として組

織化することで、農地・水・環境保全向上

対策の対象となることができる。 
（５）平成 19年度推進方策 

町村ごとに、町村・JA・普及所で構成する
集落営農推進チームを置く。 
JAは、集落営農相談員を 46名に増員し、
集落営農推進チームとともに 19 年度モデ
ル集落 41集落と 17年度・18年度モデル集
落のうちの残り 16集落を担当し 54の改善
団体の設立をめざす。 
会津みどり地域水田農業推進協議会が産地

づくり対策で設置する地域営農マネージャ

ー（9 名の予定）は、集落営農推進チーム

の運営とモデル集落以外の集落における集

落営農推進を担当。 
会津みどり地域集落営農推進協議会は、担

当者会議等の開催を通じて、町村ごとの集

落営農推進チーム、JA集落営農相談員及び
地域営農マネージャーの連携強化を図りな

がら、農用地利用改善団体の設立と営農組

織の育成とそれらの進行管理などを実施す

る。 
① 会津みどり農用地利用改善組合連絡

協議会への支援 

今後、2階部分の営農組織づくりに向けて、
先進地視察、研修会などの活動が予定され

ており、会津みどり地域集落営農推進協議

会として研修内容や改善団体ごとの具体的

な活動を支援する。 

２ 今後の展開方向 
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32(72) 
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